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命 令 書（写）

再 審 査 申 立 人 連合ユニオン東京ソクハイユニオン

再 審 査 被 申 立 人 株 式 会 社 ソ ク ハ イ

上記当事者間の中労委平成２６年（不再）第２６号事件（初審東京都労委平

成２２年（不）第２２号、同第１１６号及び平成２３年（不）第９８号併合事

件）について、当委員会は、平成２７年１１月１８日第２０２回第二部会にお

いて、部会長公益委員山川隆一、公益委員仁田道夫、同藤重由美子、同木本洋

子、同両角道代出席し、合議の上、次のとおり命令する。

主 文

本件再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要
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１ 連合ユニオン東京ソクハイユニオン（以下「組合｣という ）の執行委員。

長Ａ1（以下「Ａ1組合員」という ）は平成１８年８月１７日（以下、平成。

の元号は省略する ）に、副執行委員長Ａ2（以下「Ａ2組合員」という ）。 。

は１５年１月３０日に、執行委員Ａ3（以下「Ａ3組合員」という ）は１７。

年５月１２日に 株式会社ソクハイ 以下 会社 という とそれぞれ 運、 （ 「 」 。） 「

送請負契約」を締結し、メッセンジャー（自転車による即配便業務に従事

する会社の配送員）として稼働していた。２２年６月以降、会社が、メッ

センジャーとの契約を運送請負契約から１年間を契約期間とする「業務委

託契約」に変更したことに伴い、Ａ3組合員は同年７月に、Ａ1組合員及び

Ａ2組合員は同年８月に、会社とそれぞれ契約期間１年の業務委託契約を締

結し、引き続きメッセンジャーとして稼働していた。

本件は、会社が、①Ａ2組合員との業務委託契約を契約期間途中の２２年

１１月５日をもって解除したこと（以下「本件契約解除」という 、②Ａ3。）

組合員及びＡ1組合員との業務委託契約をそれぞれ２３年７月３１日及び同

年８月３１日の契約期間満了をもって終了とし、更新しなかったこと（以

下「本件不更新」という 、③２２年２月２５日、同年１０月２５日及び。）

２３年８月１８日に行われた人員削減や解約撤回等を議題とする団体交渉

を誠実に行わなかったこと、④会社の営業所に防犯監視カメラを設置した

ことが、それぞれ不当労働行為（①及び②は労働組合法（以下「労組法」

という ）第７条第１号、③は同条第２号、④は同条第３号）に該当すると。

して、東京都労働委員会（以下「東京都労委」という ）に救済申立てのあ。

った事案である。

なお、組合は、上記③の２２年２月２５日の団体交渉及び④の防犯監視

カメラ設置について同年３月１５日に（２２年（不）第２２号事件 、上記）

①の本件契約解除及び③の同年１０月２５日の団体交渉について同年１２
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月１日に（２２年（不）第１１６号事件 、上記②の本件不更新及び③の２）

３年８月１８日の団体交渉について同年１０月１７日に（２３年（不）第

９８号事件 、それぞれ救済申立てを行ったものであり、東京都労委は、同）

年３月３０日及び同年１１月２８日に、これら事件の審査を併合した。

２ 初審における請求する救済内容の要旨

（１）Ａ2組合員に対する解雇通知の取消し、原職復帰及び解雇の翌日から復

帰するまでの間の賃金相当額の支払

（２）Ａ3組合員及びＡ1組合員に対する解雇の取消し、原職復帰及び解雇の

翌日から復帰するまでの間の賃金相当額の支払

（３）人員削減及び解約撤回等に関する誠実団体交渉応諾

（４）監視カメラを使った支配介入の禁止

（５）上記（１）ないし（４）に関する陳謝文の手交及び掲示

３ 初審東京都労委は、２６年３月４日付けで、上記１のうち、①の本件契

約解除及び③の団体交渉における会社の対応が不当労働行為に該当すると

して、会社に対し、ⅰＡ2組合員に対する２２年１０月４日付け解約予告通

知がなかったものとしての取扱い及び契約期間満了までの報酬相当額の支

払、ⅱ業務委託契約の解除や不更新その他組合員の待遇に関わる団体交渉

における誠実団体交渉応諾、ⅲ上記ⅰ及びⅱに係る文書掲示等を命じ、そ

の余の申立て（上記１の②④）を棄却することを決定し、２６年３月２７

日、命令書を交付した。

組合は、２６年４月９日、初審命令の棄却部分（上記１の②④）の取消

しを求めるとともに、申立てを認容した本件契約解除（上記１の①）に関

する救済方法について、Ａ2組合員に対し、契約が更新されたものとして契

、約期間満了後の報酬相当額の支払を命じなかったことは不当であるとして

上記２(1)（このうち解雇の翌日から復帰するまでの間の報酬相当額の支
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）、 、 、払 (2) (4)並びにこれらに関する陳謝文の手交及び掲示の救済を求めて

再審査を申し立てた。

なお、会社は、同日、初審命令の救済部分（上記１の①③）の取消しを

、 （ 「 」 。） 、求めて 東京地方裁判所 以下 東京地裁 という に行政訴訟を提起し

、 、 。東京地裁は ２７年９月２８日 会社の請求を棄却する判決を言い渡した

第２ 本件の争点

１ 本件契約解除が、労組法第７条第１号の不当労働行為に当たるとした場

合、救済方法として、契約解除の翌日から命令交付日までの間にＡ2組合員

が受けるはずであった報酬相当額の支払を命ずるべきか（争点１ 。）

、 （ ）。２ 本件不更新は 労組法第７条第１号の不当労働行為に当たるか 争点２

３ 会社が、２２年１月から３月にかけて、営業所に防犯監視カメラを設置

したことは、労組法第７条第３号の不当労働行為に当たるか（争点３ 。）

第３ 当事者の主張の要旨

１ 組合の主張要旨

（１）メッセンジャーの労働者性について

先行事件であるＣ1前執行委員長（以下「Ｃ1前委員長」という ）の営。

業所長解任等に係る不当労働行為事件において、東京都労委、中央労働

委員会（以下「中労委」という ）はともに、同人を含むメッセンジャー。

は労組法上の労働者であることを認める命令を発出した（都労委平成２

０年（不）第９号事件、中労委平成２１年（不再）第２１号事件 。この）

再審査命令を不服として会社が提起した行政訴訟の東京地裁判決におい

ても、メッセンジャーは労組法上の労働者に当たる旨判断された（東京

地裁平成２２年（行ウ）第４３３号事件 。よって、本件においてもメッ）

センジャーは労組法上の労働者に当たる。

（２）本件契約解除について（争点１）
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ア 本件契約解除には、次のとおり正当事由がない。

Ａ2組合員は、２２年１１月５日をもって解約する旨の同年１０月４

日付け解約予告通知書を受け取ったが、本件契約解除は業務委託契約

締結直後に期間途中でなされたものであり、この時期に契約を解除さ

れたのは同人のみであった。

会社は、本件初審の審査手続の段階になって、Ａ2組合員に対する解

雇理由として「非協力的態度」等を主張するが、同人の「非協力的態

度」とは、組合役員としてメッセンジャーに対する扱い等に関して批

判したことを指すものである。よって「非協力的態度」は、正当な解

約事由とはならない。

イ 本件契約解除は、次のとおり不当労働行為である。

Ａ2組合員は、Ｃ1前委員長の営業所長解任等に係る事件を取り扱っ

た東京都労委の審査期日をはじめ、執行委員就任後には、同事件に係

る中労委の審査期日、Ｃ1前委員長の地位確認等請求訴訟の審理期日及

び２２年（不）第２２号事件の審査期日のほぼ全てに出席していた。

また、Ａ2組合員は、２２年２月以降に行われた団体交渉に執行委員と

して全て出席し、会社に対して、問題点を追及したり、メッセンジャ

ーとしての現場の率直な感情を述べるなど積極的な発言を繰り返して

いた。

本件契約解除は、こうした組合活動をしていた副執行委員長である

Ａ2組合員を職場から排除するためのものである。

ウ 初審命令がＡ2組合員に対する報酬相当額の支払いを２３年８月３１

日までと命じたのは誤りであり、次のとおり、会社は今日までの報酬

相当額を支払わなければならない。

会社の主張するＡ2組合員の解約理由は、具体的合理的な解約事由に
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は当たらず、解約は無効であるから、会社は同人との契約を更新しな

ければならず、契約が更新されたものとして、今日に至るまでの報酬

相当額を支払わなければならない。

そもそも、契約期間を１年とする業務委託契約は、会社が２２年６

月に一方的に改訂したもので、それ以前は実質的に期間の定めのない

運送請負契約であった。また、会社が契約を１年としたのは 「ソクハ、

イ配送技能認定試験 （以下「本件認定試験」という ）の時期を明確」 。

にすることが主たる目的で、契約期間を限定するためではない。

（３）本件不更新について（争点２）

ア Ａ3組合員及びＡ1組合員に対する本件不更新には、次のとおり正当

事由がない。

会社は、Ａ3組合員とＡ1組合員が申告した稼働予定を変更したこと

、 、及びその回数が多いことを不更新の事由とするが 稼働予定の変更は

会社のルールとして定められており、これを不更新の理由とすること

はできない。

Ａ3組合員及びＡ1組合員らメッセンジャーは、契約更新を前提とし

て契約を締結し、本件認定試験を受けることにより契約を更新される

と認識していた。会社は、Ａ3組合員及びＡ1組合員に対し、理由なく

本件認定試験を受けさせず、本件不更新の具体的・合理的理由を説明

していない。

本件不更新の核心は、Ａ3組合員及びＡ1組合員を本件認定試験から

排除したことにあり、本件認定試験からの排除には何ら合理的理由は

ない。

イ 本件不更新は、Ａ3組合員及びＡ1組合員という組合幹部を職場から

排除し組合の弱体化を狙った不当労働行為といえる。
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ウ 以上のとおり、本件不更新は労組法第７条第１号の不利益取扱いに

当たる。

（４）防犯監視カメラの設置について（争点３）

会社が、組合活動の拠点としている営業所に、防犯監視カメラを設置

したことは、以下のことからみて組合活動の監視を目的とするものであ

り、労組法第７条第３号の支配介入に当たる。

防犯監視カメラの設置時期は、Ｃ1前委員長の営業所長解任等に係る地

位確認等請求訴訟の判決前かつ中労委における調査が開始された時期に

合致する。

また、会社は、組合が本件救済申立てを行った後に、飯田橋営業所に

おける防犯監視カメラの位置を意図的に変更した。会社は、この位置変

更の事実を認めており、組合から組合活動を監視していると指摘された

故にその位置を変更したものである。

２ 会社の主張要旨

（１）本件契約解除について（争点１）

ア 初審命令が本件契約解除を不当労働行為であると判断したことは、

以下のとおり誤りであり、その判断の誤りについては、会社が提起し

た行政訴訟において命令が取り消されるべきものである。

すなわち、会社は、メッセンジャー即配便の受注件数が激減する中

で、メッセンジャー即配便のサービス水準の向上に理解を示し、会社

の配送業務に協力的なメッセンジャーへの仕事量を確保するために、

２２年２月から２３年１月にかけて、配送業務に非協力的な姿勢が見

られる者や稼働が少ない者などを対象として、Ａ2組合員を含む７名の

メッセンジャーとの契約を順次解約した。

Ａ2組合員の具体的な解約理由は、稼働数が著しく少ないこと及び非
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協力的姿勢である。Ａ2組合員は、配車業務中の配車係に電話を架け、

配車の順番が違うのではないかといった類の苦情を述べることが頻繁

にあり、配車係はその間、理由のないクレームへの対応を余儀なくさ

れ、配車業務が停滞した。

イ 本件契約解除は、Ａ2組合員が組合員であることや、同人の組合活動

とは関係がなく、不当労働行為に該当しない。

会社は、契約を解約した７名のメッセンジャーのうち、Ａ2組合員を

除く６名について、解約を通知した当時、組合員であるか否かの認識

を全く有しておらず、組合員であるか否かとは無関係に解約したので

あって、同人についても、解約の理由は上記のとおりであり、組合員

であることとは無関係である。

そうである以上、再審査手続において、不当労働行為の成立を前提

として、Ａ2組合員の救済方法について組合に有利に見直すことは許さ

れない。

ウ 契約期間満了後について救済する理由はない。

Ａ2組合員の業務委託契約は、契約期間を１年間と定めた有期契約で

あり、期間満了時に契約が更新されることは何ら約束されていない。

また、従前の期間の定めのない運送請負契約から１年間の契約期間を

定めた業務委託契約への切替えについては、会社は、各メッセンジャ

ーに説明を行い、了解を得た上で個別に改めて契約を締結したもので

あり、一方的に改訂したものではない。

仮に期間満了まで待ったとしても、会社にＡ2組合員との契約を更新

する意思はなく、期間満了により終了することになったはずである。

また、期間満了時の不更新が不当労働行為に該当しないことは、初審

、 、命令が Ａ3組合員及びＡ1組合員の件について判断したとおりであり



- 9 -

Ａ2組合員についても事情は異ならない。

（２）本件不更新について（争点２）

ア 会社は、Ａ3組合員及びＡ1組合員の稼働予定の変更が組合活動によ

るものか否かを把握しておらず、本件不更新は不当労働行為意思に基

づくものでもないし、支配介入に該当する余地もない。

また、労働委員会や裁判所への出頭についても予め期日が指定され

ているのであるから、Ａ3組合員及びＡ1組合員は、出頭を前提とした

稼働予定の申告が可能であり、期日への出頭は、同人らが稼働日当日

あるいは直前に稼働予定の変更を繰り返したことを正当化する理由に

はならない。

イ いずれにしても、稼働予定の変更理由の如何を問わず、変更回数の

多寡を契約更新の判断に当たって斟酌することは、不合理なものでは

なく、会社が、稼働予定の変更件数が多かったＡ3組合員及びＡ1組合

員との業務委託契約を更新しなかったことは、不当労働行為に該当す

るものではない。

ウ 会社は、契約期間満了に際し、更新が適当と考えるメッセンジャー

に対してのみ、本件認定試験の案内をしている。先後関係としては、

会社における業務委託契約の相手先候補としての選考が先にあり、選

考に通った者のみ本件認定試験の受験を求めることができ、本件認定

試験合格によって業務委託先として契約を締結することができる資格

を有することになる。

Ａ3組合員及びＡ1組合員については、直前の稼働予定変更が多く、

しかも月曜日や金曜日（祝日の場合はその前日）等といった繁忙が予

想される日（以下「繁忙日」という ）の稼働予定の変更件数が多かっ。

たことから、会社は業務を委託する相手先として相応しくないと判断
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し、本件認定試験を受ける以前の段階で契約を更新しないこととなっ

た。それゆえ、本件認定試験の受験から排除されたことに問題の核心

があるとの組合の主張は正鵠を得ていない。

（３）防犯監視カメラの設置について（争点３）

、 、会社は 営業所において組合活動がなされているとは認識しておらず

組合活動を監視する意図などなかったのであるから、営業所に防犯監視

カメラを設置したことが支配介入に当たるということはできないと判断

した初審命令の結論に誤りはない。

２２年２月は、Ｃ1前委員長の営業所長解任等に係る地位確認等請求訴

訟の判決待ちの状態にあり、このような時期に営業所に防犯監視カメラ

を設置したとしても、訴訟に影響を及ぼすものではないことは明らかで

ある。

また、２２年１２月頃、会社が飯田橋営業所の防犯監視カメラの設置

位置を変更したことは、防犯目的で広範囲を撮影する意図に基づくもの

である。

第４ 当委員会の認定した事実

１ 当事者等

（１）組合は、肩書地に事務所を置き、１９年１月２０日に会社で書類等の

配送業務に従事する配送員によって結成された労働組合であり、同日、

申立外連合ユニオン東京に加盟した。２２年３月時点の組合員数は約１

００名であった。

（２）会社は、肩書地に本社を置き、自転車、自動二輪車及び軽四輪車等に

よる荷物の配送業務を主たる業務とする株式会社であり、従業員数は、

２３年７月時点では１６４名、２５年１月時点では１５０名であった。

会社には上記従業員の外に、会社が配送業務を委託する配送員（メッセ
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ンジャー、バイクライダー、軽四輪ドライバー）がおり、２２年４月時

点の配送員数は、メッセンジャー１０３名、バイクライダー２７７名、

軽四輪ドライバー１１名であった。

２ メッセンジャーの業務内容等

（１）会社の配送業務の概要

会社の配送業務には、自転車による「メッセンジャー即配便 、自動二」

「 」 「 」輪車による クイック即配便 及び軽四輪自動車による カーゴ即配便

等があり、これらは、いずれも依頼から短時間で荷届先に配達する配送

サービスである。

、 （ ）メッセンジャー即配便による配送業務に当たるのは 会社と下記 ２

の契約を締結したメッセンジャーである。

（２）配送業務に係る会社との契約

ア 会社は 「運送請負契約書」と題する同一内容の契約を、各メッセン、

ジャーとの間で締結してきたが、２２年６月以降は、これらを「業務

委託契約書」と題する契約書に切り替えた。

イ 業務委託契約及び運送請負契約の内容については、別紙１及び別紙

２のとおりであり、主な相違点は次のとおりである。

(ｱ) 運送請負契約には契約期間についての規定はなかったが、業務委

託契約には第１６条に契約期間（１年間）の規定がある。

(ｲ) 業務委託契約では、第２条により、メッセンジャーには、業務遂

行に当たって、会社が実施する本件認定試験の合格者に付与される

「ソクハイ配送技能認定証 （以下「認定証」という ）を保有して」 。

いることが義務づけられた。また、認定証には有効期間があり、延

。長のためには再度本件認定試験に合格しなければならないとされた

ウ 本件認定試験は、配送サービスの水準の維持向上を目的とするもの
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で、約１時間の講習の後、ロールプレイング形式の接遇試験を行い、

採点の結果、基準点に到達すれば合格となり、認定証が与えられる。

エ 会社は、本件認定試験の終了後、合格者を一堂に集めて業務委託契

約を締結する際に、契約期間が１年間であること、認定証が必要であ

ること、認定証には有効期間があることを説明していた。

（３）メッセンジャーの業務内容

メッセンジャー即配便は東京都心部において自転車により荷物の即時

配送を行うサービスである。都内には会社の営業所があり、メッセンジ

ャーは、いずれかの営業所に所属し、配送業務を担当する。

。メッセンジャーの配送業務の一日の流れはおおむね次のとおりである

①メッセンジャーは、待機場所に移動した後、会社の配車係に場所と

稼働できる状態になったことを知らせるメールを送信し、配車係からの

返信を待って 「待機」のメールを送信する。②配車係は、顧客から受注、

した配送業務の内容（引取先、引取時刻、届先等）及び運賃等を記載し

たメールをメッセンジャーに送信する。③メッセンジャーは、その内容

を確認し受諾する趣旨の「引中 、荷物の引取りが完了し荷届先に向かう」

「 」、 「 」 、趣旨の 届中 荷届先への配達が終了した趣旨の 終了 等のメールを

その都度配車係に返信する。④配達終了後、配車係は、その場で待機若

しくは移動を指示するメールをメッセンジャーに送信する。⑤メッセン

ジャーは、待機指示に対しては「待機」のメールを送信し、また、移動

指示に対しては移動が完了した時点で「移完」のメールを送信した後、

待機して、配車係からの次の配送手配のメールを待つ（以下一日の配送

業務終了まで②から⑤を繰り返す 。⑥メッセンジャーは、一日の配送業）

務の終了を知らせる「請負終了」のメールを配車係に送信する。⑦一日

の配送業務終了後、翌朝までに、メッセンジャーは、営業所に運送伝票
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等を提出する。

（４）メッセンジャーの稼働実態（予定・変更）

ア メッセンジャー即配便は、祝日を除く月曜日から金曜日までの午前

９時から午後８時３０分までを営業時間帯としているところ、メッセ

ンジャーは各自、各月の稼働日及び稼働時間帯を前月２０日までに所

。 、属する営業所の営業所長に申告することになっている 各営業所長は

メッセンジャーの稼働予定をとりまとめた「稼働予定表」をパソコン

上に入力し、メールで会社の業務課に送信する。

イ 会社は、メッセンジャーからの稼働日及び稼働時間帯の変更申請が

あれば受け付けている。営業所長は、メッセンジャーから稼働予定の

変更や追加の申出を受けたときは、翌営業日までに「稼働予定表」を

更新して業務課にメールで送信する。当日や前日の変更申請で営業所

長が「稼働予定表」を更新できないときは、電話や携帯電話のメール

などにより、業務課に連絡する。

会社は、メッセンジャーからの稼働予定の変更申請を拒否すること

はないが、稼働直前の変更の場合、新たな配送員の確保が難しくなる

ことから、メッセンジャーに対し、稼働予定の変更は早めに申請する

。ことや繁忙日にはできるだけ稼働することにつき協力を要請していた

（５）報酬、経費の負担

ア 会社は、メッセンジャー即配便に係る業務の報酬として、上記（２）

の運送請負契約又は業務委託契約に基づき、各メッセンジャーが実施し

た配送業務を毎月末日で締め切り、その扱った運賃合計額に一定の歩合

を乗じて算出した金額を、各メッセンジャーに対し、翌月１５日に支払

っていた。運賃は、引取先から荷届先までの地図上の直線距離に応じて

段階的に定められ、歩合は、２０年１１月１日以降、原則として売上高
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の５４パーセントとなっていた。

イ メッセンジャーは、会社名の書かれた荷物袋を背負って配送業務に当

たるものとされ、これを会社から貸与されていたほか、配送業務に必要

となる自転車、携帯電話などの用具を自費で準備し、それらの維持管理

に掛かる経費を負担していた。

３ 組合結成（１９年１月）から本件救済申立て（２２年３月１５日）まで

の労使事情

（１）Ｃ1前委員長に係る不当労働行為救済申立事件

上記１（１）のとおり組合は１９年１月に結成されたが、２０年２月

１４日、組合は、会社が当時メッセンジャーであり組合の執行委員長で

あったＣ1前委員長を同年１月３１日付けで飯田橋営業所長から解任した

こと及びこれに係る団体交渉申入れに応じなかったことが、不当労働行

為に当たるとして、東京都労委に救済申立てを行ったところ（東京都労

委平成２０年（不）第９号事件 、２１年６月２５日、東京都労委は、こ）

れら会社の行為が不当労働行為に当たるとして、Ｃ1前委員長に対する所

長解任がなかったものとしての取扱い、所長職の報酬と解任後の支給額

との差額の支払及びこれらに関する文書交付等を命ずる命令書を交付し

た。２１年７月７日、会社は、この命令を不服として、再審査を申し立

てた（中労委平成２１年（不再）第２１号事件 ）ところ、２２年７月７

日付けで、当委員会は、上記会社の行為は不当労働行為に該当するとし

て、上記差額相当額の支払及び文書交付を命じた。

２２年８月３日、会社は、東京地裁に対し、上記再審査命令の取消し

を求める行政訴訟を提起したところ（東京地裁平成２２年（行ウ）第４

３３号事件 、２４年１１月１５日、東京地裁は、会社の請求を棄却する）

判決を言い渡し、同判決は、上訴期間の経過により確定した。なお、当
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該事件においては、メッセンジャーの労組法上の労働者性の有無が主た

、 。る争点とされたが 労働委員会及び東京地裁のいずれもこれを肯定した

（２）２２年２月２５日団体交渉

ア ２２年２月５日付け解約予告通知書により、会社は、メッセンジャ

ーである組合員Ｃ2（以下「Ｃ2組合員」という 、同Ｃ3（以下「Ｃ3。）

」 。） （ 「 」 、 、組合員 という 及び同Ｃ4 以下 Ｃ4組合員 といい Ｃ2組合員

Ｃ3組合員と併せて「Ｃ2組合員ら」という ）に対し、それぞれ、同月。

２８日をもって契約を解除する旨を通知した。

これに対し、Ｃ2組合員らは、同月２０日付け通知書により上記同月

２８日付けの解約に同意しない旨を会社に通知した。

イ ２２年２月１３日付けで、組合は、会社に対し、人員削減・経費削

減等を協議事項とする団体交渉を申し入れた。

ウ ２２年２月２５日、団体交渉が開催された。会社側出席者は、常務

（ 。 、 「 」取締役Ｂ1 当時 以下 専務取締役となった以降を含め Ｂ1取締役

という 、業務部メッセンジャー担当部長Ｂ2（以下「Ｂ2担当部長」。）

という ）外担当部長２名であり、組合側出席者は、連合ユニオン東京。

副執行委員長Ａ4（以下「Ａ4副委員長」という 、Ａ1組合員、Ａ2組。）

合員及びＡ3組合員であった。

(ｱ) 人員削減・経費削減等について

上記アの解約予告の理由及び人選基準について Ｂ1取締役は 売、 、「

上げが減ってく中で適正人員にしてかなきゃいけないってなかで当

然あの優良の下請事業者を残して、ということでやるのは、会社と

して当然なのかな 「人選についてどういう基準なんだっていう話」、

になれば多分この３名は、そんな感じなのかなっていうのはわかり

ますよね」などと述べた。これを受けて、Ａ2組合員が、個々の解約
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理由を質問すると、Ｂ1取締役は 「メッセンジャーさん達ですねあ、

のちょっと、その、組合云々は関係ないんでしょうけど、仕事の取

り組み方が一部ちょっと、曲がっちゃってる人が散見されんのかな

と （中略）ここ２年くらいでかなり、その空気が澱んじゃってる人、

、 、 、がところがひとつあんのかなということがあるんで それで 今回

通知したまでなんで 「契約に則って２０日前に通知してるんで、」、

我々のほうとしては特段間違った手続きをしてるとは思ってないん

で」などと述べた。組合が、解約予告をされた当人には解約理由を

伝えたかを尋ねると、Ｂ1取締役が、解約理由を当人に通告する義務

はないと考えている旨述べたため、Ａ2組合員が、その契約規定上の

取扱いを問うと、Ｂ1取締役は、解約を２０日前に予告するに当たっ

ては、特段理由はない旨回答した。

そこで、Ａ2組合員が、結局会社の解約者の人選基準がよくわから

ない旨、会社として理想とする人数がどのくらいに設定され、今後

どう人員削減が広がっていくのかわからず不安である旨を述べ、メ

ッセンジャー即配便の市場を拡大する方向での対応を求めると、Ｂ1

取締役は 「品質を上げてこうというのがまず最低限の、会社として、

やんなきゃいけないことでありますから、まずはそういうことで取

り組んでますんで （中略）そこであのあんまりこう距離の空いてる、

関係ってのは良くないなと思うんですけど （中略）最近よくそのバ、

イク便のライダーの方からお話しいただくのは、メッセンジャーの

件どうなってんですかってのはよくきかれんですね、要はその組合

とかってどうなんですかって話とかいろいろ聞くなかで、彼らが言

ってくるのは自分達がメッセンジャーの仕事やりますからそんな事

に労力割かないでもっと仕事とってきてくださいよと、いう話もさ
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れて」などと述べた。

また、Ａ2組合員が、人員削減の一方で、会社が、新たにメッセン

ジャーの採用を行うことや、費用を投じて防犯監視カメラの設置を

行うことに疑問を呈すると、Ｂ1取締役は、理由を開示する内容では

ない旨答えた。

(ｲ) 防犯監視カメラについて

組合が、組合対策として営業所に防犯監視カメラを設置したので

はないかと疑義を呈したことに対し、Ｂ1取締役は、これを否定し、

防犯目的である旨、会社の敷地内に防犯監視カメラを設置すること

に問題はない旨述べた。

(ｳ) 配車ミーティングについて

組合は、配車係からメッセンジャーへの仕事の手配の仕方に関す

るメッセンジャーと会社との意見交換の場として、配車ミーティン

グの機会を設けるよう要望した。その中でＡ2組合員は、顧客の要望

がメッセンジャーに正しく伝わらないなど、顧客や配車係との間で

食違いが生じることがある旨発言した。

会社は、意見交換について、今のこういう関係の中ではなかなか

できない旨、メッセンジャー全員が望んでいるわけでない旨述べ、

その際に、Ｂ1取締役は 「夕方夜になって配車に電話してきて、そ、

の半分言いがかりじゃないかって文句言われる方が数名いらっしゃ

るんですよ。で、そういう話だとちょっと聞けない」などと発言し

た。これに続けて、Ａ2組合員が、団体交渉あるいは労使協議のよう

な場は開いてもらえるのかを問うと 「労働組合ってことで皆さんこ、

こ来ていただいて、労働組合自体は作りたいなら作りゃいいじゃん

と思ってるんですけど、メッセンジャーさんの場合ですと、少ない
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報酬額からお金かき集めて組合費出してるって話のなかで、小耳に

はさんだんですけど、そのお金が適正に運用されていないで無くな

っちゃった云々なんて話を聞くとですね、果たして何なのかなって

思うとこあるわけですよ 、と述べ、さらに 「大手の上場企業の組。」 、

合費だと何億円って （中略）組合費ね組合の委員長やなんかが月何、

百万使っちゃったり、そんな話を聞いていたりするとね、結局綺麗

事言ってお金集めてなんか結局最初労働組合の先頭に立っていた人

は結局集まった金でぬるま湯につかっちゃって」などとも述べて、

組合と話をするつもりはない旨答えた。

エ ２２年２月２８日をもって、会社とＣ2組合員らとの運送請負契約は

解除された。

オ ２２年３月１５日、組合は、会社が、①Ｃ2組合員らとの運送請負契

約を解除したこと、②同年２月２５日に開催された団体交渉を誠実に

行わなかったこと、及び③営業所に防犯監視カメラを設置したこと、

が不当労働行為に該当するとして、東京都労委に対し、本件不当労働

行為救済申立て（２２年（不）第２２号事件）を行った。

２３年１１月２８日及び２４年１月１８日、組合は、上記①のＣ2組

合員らにかかる救済申立てを取り下げた。

４ 本件契約解除に至る経緯

（１）Ａ2組合員と会社との契約関係等

ア Ａ2組合員は、１５年１月３０日に会社と運送請負契約を締結して以

降、２２年１１月５日に契約を解除されるまでの約８年間、会社の飯

田橋営業所に所属し、メッセンジャーとして稼働していた。

イ Ａ2組合員は、２２年の本件認定試験に合格し、同年８月１０日、会

社と同年９月１日から２３年８月３１日までの１年間を契約期間とす
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る業務委託契約を締結し、会社は、同人に契約書控を交付した。

この契約締結の際、Ａ2組合員は、業務課の社員に解約について質問

したところ、当該社員からの回答を、契約解除がされることはそうあ

、 、ることではないし その場合には面談や説明をするものと受け止めて

契約を締結した。

ウ Ａ2組合員は、１９年１月の組合発足時から組合に加入し、２１年１

０月から副執行委員長の地位にある。Ａ2組合員は、Ｃ1前委員長の営

業所長解任等に係る労働委員会の審査及び行政訴訟における期日並び

に２２年２月２５日、同年１０月２５日及び２３年８月１８日に開催

された団体交渉に出席していた。なお、Ａ2組合員は、２２年２月２５

日開催の団体交渉（上記３（２）ウ）より前には、団体交渉に出席し

たことも、会社に組合加入を通知したこともなかった。

（２）Ａ2組合員の稼働状況等

ア Ａ2組合員の２２年６月から同年９月までの間の報酬月額は、それぞ

れ１０万９６０３円、１４万５９８１円、７万７７５５円、１２万１

９６１円であり、平均すると１１万３８２５円であった。同期間中の

メッセンジャー全体の平均報酬月額は１８万２８９４円であり、Ａ2組

合員の上記平均報酬月額は、メッセンジャー全体の平均報酬月額の約

６２パーセントであった。

２２年９月頃、Ａ2組合員は、知人の仕事の手伝いのため同月の稼働

を減らすことを飯田橋営業所の営業所長に相談したところ、営業所長

から繁忙期だから同月の稼働を減らすことはやめてほしいと言われ、

知人の仕事の手伝いを翌１０月に延期することにした。

イ Ａ2組合員は、営業時間中に配車係に対し、メッセンジャーへの手配

の順番などについて質問や確認の電話をしたことがあった。また、Ａ2
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組合員は、飯田橋営業所の営業所長から、２２年３月から５月頃のい

ずれかの時期に、営業時間中に配車係にあまり電話をしないほうがい

いと言われたことがあった。

（３）本件契約解除の通告及び２２年１０月２５日団体交渉

ア ２２年１０月４日付け解約予告通知書により、会社は、Ａ2組合員に

対し、同年８月１０日に締結した業務委託契約書第１６条の定めによ

り同年１１月５日をもって契約を解除することを通知した。

これに対し、２２年１０月１２日、Ａ2組合員は、解約理由と面談を

行わない理由を同月１８日までに書面により回答するよう会社に求め

たが、会社から回答はなかった。

イ ２２年１０月８日付けで、組合は、会社に対し、Ａ2組合員の解約予

告撤回及びＣ2組合員の解約撤回を協議事項とする団体交渉を申し入れ

た。

ウ ２２年１０月２５日、団体交渉が開催された。会社側出席者は、業

務本部本部長Ｂ3（以下「Ｂ3本部長」という 、Ｂ2担当部長、外担当。）

部長１名、組合側出席者は、Ａ4副委員長、Ａ1組合員、Ａ2組合員、Ａ

3組合員及びＣ2組合員であった。

Ａ2組合員が、自分に対する解約理由の説明を求めたところ、Ｂ3

本部長は 「理由を通知する義務はないかなと考えてますけれども、、

敢えていうならば、昨今の受注数、業績不振というところが大きな

理由にあります。その中で、この仕事で生活を成り立たせている人

の対価を確保していくという上で、稼働が少ない人であったりとか

っていう所から、順次お声掛けをさせて頂いている」と述べた。Ａ2

組合員は、自分以外にも該当者がいるのか、また、自分の稼働時間

は短いと会社に判断されているのか、稼働時間に関する判断基準を
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尋ねたところ、Ｂ3本部長は、今回はＡ2組合員以外に解約予告をし

た者はいないこと、判断基準は会社が考えることであること、具体

的理由を答える必要はないことを述べた。Ａ2組合員が、自身の稼働

時間か報酬かの何かが一番少なかったということかを問うと 「稼働、

数に関しては、何人いてもそこの所は、請負代金支払っている部分

なので、多い少ないに関しては、正直、会社には関係ないんですけ

れども」と答えた。

組合は、なぜＡ2組合員一人だけが該当するのか、会社全体としてそ

ういう動きがあることの説明はあったが、同人個人の解約理由の説明

がないと指摘して、例えば、同人に関しては稼働が具体的に何日以下

だったから解約するといった理由が説明できないのかとも質問した。

これらに対し、会社は、具体的な理由については開示する必要がない

旨、具体的な数字などの基準は会社が決める旨を繰り返し述べた。組

合は、組合からの質問の意図は、具体的に何日以下の稼働であれば解

約するという基準があるなら示してほしい、その基準を組合に言えな

いのであれば、その理由は何かという趣旨である旨を述べたが、Ｂ3本

部長は 「言えないっていうか、言う必要ない 「知りたいって、要望、 」、

があるのは分かりますけれども、要望通りに必ずしもお答えできると

は限りません 」と答えた。。

Ａ2組合員が、自分へのクレームは一切なく、本件認定試験の成績も

よい方ではないかと尋ねると、会社は「ほどほどよりちょっと高いく

らい」と発言した。

また、会社は、稼働申告はメッセンジャーから出してもらうもので

あり、会社から営業時間に合わせてほしいとか、何時間以上働いてほ

しいというオーダーを出したことはなく、それを良しとするか否かは
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基本的に会社が決めることである旨述べた。

、 、 、 、なお Ｃ2組合員の解約について 会社は 組合からの質問に対し

同人は過去６回の事故を起こしている、事故が多いため契約の継続

は難しいと判断した旨述べた。

エ ２２年１１月４日付けで、Ａ2組合員は、会社に対し、上記アの解約

予告通知書に同意しないこと、就労の意思があるが職場の混乱を回避

するため自宅に待機することを通知した。

同月５日付けで、会社は、Ａ2組合員との業務委託契約を解除した。

オ ２２年１２月１日、組合は、①本件契約解除及び②同年１０月２５

日に開催された団体交渉における会社の対応が、それぞれ不当労働行

為に該当するとして、東京都労委に対し、本件不当労働行為救済申立

て（２２年（不）第１１６号事件）を行った。

（４）会社における契約解除の他事例

会社が、２２年２月から２３年１月の間に、運送請負契約又は業務委

託契約を解除したメッセンジャーは、別表１のとおりである。

すなわち、会社は、①２２年２月２８日には、メール送信懈怠、稼働

予定の不遵守及び非協力的姿勢を理由として１名、稼働予定の不遵守を

理由として１名、事故多発及び稼働数が少ないことを理由として１名と

の運送請負契約を、同年９月９日には、メール送信懈怠を理由として１

名との運送請負契約を、②同月３日には、悪質走行の繰返しを理由とし

て１名との業務委託契約を、③２３年１月７日には、顧客からのクレー

ムに対し改善しようとする姿勢を示さないことを理由として１名との業

務委託契約をそれぞれ解除した。

５ 本件不更新に至る経緯

（１）Ａ3組合員及びＡ1組合員と会社との契約関係等
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ア Ａ3組合員と会社との契約関係等

(ｱ) Ａ3組合員は、１７年５月１２日に会社と運送請負契約を締結して

、 、以降 ２３年７月３１日をもって契約終了とされるまでの約６年間

メッセンジャーとして稼働していた。Ａ3組合員は、築地営業所、日

本橋営業所、銀座営業所の副営業所長を歴任し、２３年４月からは

新橋営業所に所属していた。

(ｲ) Ａ3組合員は、２２年の本件認定試験に合格し、同年７月７日、会

社と同年８月１日から２３年７月３１日までの１年間を契約期間と

する業務委託契約を締結し、会社は、同人に契約書控を交付した。

(ｳ) Ａ3組合員は、１９年１月の組合発足時から組合に加入し、２１年

１０月から執行委員の地位にあり、本件初審審査期日、Ｃ1前委員長

の営業所長解任等に係る行政訴訟の期日並びに２２年２月２５日、

同年１０月２５日及び２３年８月１８日に開催された団体交渉に出

席していた。

イ Ａ1組合員と会社との契約関係等

(ｱ) Ａ1組合員は、１８年８月１７日に会社と運送請負契約を締結して

以降、２３年８月３１日をもって契約終了するまでの約５年間、メ

ッセンジャーとして稼働していた。

(ｲ) Ａ1組合員は、２２年の本件認定試験に合格し、同年８月４日、会

社と同年９月１日から２３年８月３１日までの１年間を契約期間と

する業務委託契約を締結し、会社は、同人に契約書控を交付した。

、 、(ｳ) Ａ1組合員は ２０年９月頃から組合の副執行委員長業務に従事し

２１年１月から副執行委員長、同年１０月から執行委員長の地位に

あり、本件初審審査期日、Ｃ1前委員長の営業所長解任等に係る行政

訴訟の期日並びに２２年２月２５日、同年１０月２５日及び２３年
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８月１８日に開催された団体交渉に出席していた。

（２）Ａ3組合員及びＡ1組合員の稼働予定変更の状況

ア Ａ3組合員が、契約期間の２２年８月から２３年７月までの間に、稼

働予定を変更した件数は４１件（２３年１月から同年６月までの間に

おいては２２件）であり、このうち稼働予定日の前々営業日以降に変

（ ） 。更を申し出た件数は３１件 上記同期間においては１８件 であった

これらを繁忙日に限ってみると、稼働予定を変更した件数は１５件

であり、このうち稼働予定日の前々営業日以降に変更した件数は１２

件であった。

イ Ａ1組合員が、契約期間の２２年９月から２３年８月までの間に、稼

働予定を変更した件数は３２件（２３年１月から同年６月までの間に

おいては１３件）であり、このうち稼働予定日の前々営業日以降に変

更を申し出た件数は２３件（上記同期間においては７件）であった。

これらを繁忙日に限ってみると、稼働予定を変更した件数は１１件

であり、このうち稼働予定日の前々営業日以降に変更した件数は９件

であった。

ウ Ａ3組合員及びＡ1組合員は、会社から直接、あるいは営業所長を通

じて、稼働予定の変更が多いことについて、特段の注意等を受けたこ

とはなかった。また、同人らに対する苦情が顧客から寄せられたこと

もなかった。

なお、Ａ3組合員及びＡ1組合員の稼働予定変更には、労働委員会の

、 、審査 行政訴訟及び団体交渉への出席等組合活動のためのものがあり

いずれも稼働時間を遅らせるか早めに終了したものであった。

（３）本件不更新の通告及び２３年８月１８日団体交渉

ア Ａ3組合員は、２３年７月上旬、新橋営業所の営業所長に次回契約の
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ための本件認定試験の日程について問い合わせたところ、営業所長は

。 、 、Ａ3組合員の受験日程の連絡はきていない旨返答した 以後も 同人は

営業所長に本件認定試験の日程を確認したが、承知していない旨の回

答であったため、同月１２日、改めて会社に電話をしたところ、応対

した業務課の社員は、承知していないと回答した。

会社は、その後もＡ3組合員からの問合せの電話に対し、２３年７月

１５日には、業務課の社員が翌週の本件認定試験の日程に同人の予定

は入っていない旨を、同月２１日には、担当部長が予定表がないので

確認して連絡する旨を、同月２５日には、電話に応対した社員が直ち

には確認できない旨を、同月２６日には、業務課の社員が予定が入っ

ていなかったから連絡しなかった旨を、それぞれ述べた。

２３年７月２８日、Ｂ2担当部長は、新橋営業所に電話し、Ａ3組合

員に対し、明日で契約期間は満了となり、会社としては更新する意思

がないので貸与している備品を会社に返すよう告げた。

イ ２３年８月１日付け通知書により、組合は、会社に対し、Ａ3組合員

を含む７名の氏名を明らかにして組合の組合員であることを通知した

、 、上で ①上記メッセンジャーである組合員７名の解約撤回・現場復帰

②労働契約法上の不利益変更と契約書、③本件認定試験及び④その他

を協議事項と記載した同日付け団体交渉申入書により団体交渉を申し

入れた。なお、上記組合員７名のうち、２名は契約解除となり、Ａ3組

合員を含む５名は契約期間満了により契約不更新となった。

ウ ２３年８月１８日、団体交渉が開催された。会社側出席者は、Ｂ1取

締役、Ｂ2担当部長、新橋営業所の営業所長、外担当部長１名及び課長

１名であり、組合側出席者は、Ａ4副委員長、Ａ1組合員、Ａ2組合員及

びＡ3組合員であった。
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(ｱ) 組合員に対する契約の解約について

Ａ1組合員が、上記イの組合員７名のうち契約解除された組合員に

ついて、解約事由を質問したところ、会社は、本人達には話した上

で同意して解約に至った旨回答した。組合は、本人達から聴き取っ

た経緯と会社の回答は異なる旨を指摘した。

また、上記イの組合員７名のうち契約不更新とされたＡ3組合員を

含む組合員については、Ｂ1取締役は 「会社は契約する意思が無い、

から契約しなかった、それだけです 」と述べた。。

(ｲ) 本件認定試験について

Ａ1組合員が、Ａ3組合員は本件認定試験を受けるまでもないと評

価されたのかと問うと、Ｂ1取締役は、契約締結に値しないと判断し

た旨述べた。これに対し、Ａ3組合員は 「６年間働いてて、ノーク、

レームで、営業情報も多分営業所で一、二を争う、少なくとも三位

ぐらいの枚数を出してるんですけど、この二点は全く加味されてな

かった」と発言した。すると、Ｂ1取締役は 「他にもいろんな要因、

がありますから 」と述べたため、Ａ3組合員が「是非教えてくださ。

。」 、 「 。」、い と求めたが 同取締役は この席では話すつもりありません

「契約が満了だからと、ただそれだけです 「経営の内容にも関わ。」、

ることなんで、あえてこの席では言いません 「個別に、配送員の。」、

方に周知する話でもないんで、この席では話はしません 」などと述。

べた。

また、Ｂ1取締役は、本件認定試験について 「受けさせるだけ受、

けさしたけど、落ちちゃったから駄目ですよというやり方をして、

会社の意思が正確に伝わんないというやり方は好まないと思ってる

んで、契約しない人は最初っからもう試験を受けないでくださいと
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いうことでやっているまでです」と述べた。

(ｳ) 契約書等について

Ａ2組合員が、契約満了を控えたメッセンジャーからの事前の問合

せに対して、担当者不在である旨や分からない旨を回答し、契約満

了日の前日になって「明日で終わり」と告げる会社のやり方に問題

がないのかを質すと、Ｂ1取締役は、通知するまでは契約するか否か

は決まっていなかったと思う旨を述べた。Ａ2組合員が、業務委託契

約書１８条で「本契約に定めなき事項、または本契約の解釈につい

、 。」て疑義が生じた場合は 甲乙相互に協議のうえ解決することとする

と定められているが、組合はともかく、個人とは協議をしているの

かを質問し、会社は、１８条に関してと記載して文書で提出すれば

それなりの回答をする旨を述べたが、結局、上記イの７名について

会社に契約する意思がないので、協議して解決できる話にはならな

い旨述べた。

(ｴ) Ａ1組合員に対する不更新の通告

Ａ1組合員は、前週から業務部に問い合わせているが、自身の本件

認定試験の日程を組んでもらえるのかどうかと質問した。これに対

して、Ｂ1取締役は、２３年８月３１日をもってＡ1組合員との契約

を終了する旨を告げた。

エ(ｱ) ２３年７月３１日の契約満了をもって、会社は、Ａ3組合員との業

務委託契約を終了し、契約を更新しなかった。同人の外には、２名

のメッセンジャーが同日付けで契約不更新とされた。

これに対し、Ａ3組合員は、２３年８月１日付け通知書により、不

更新に具体的・合理的理由はなく同意しないこと及び職場の混乱を

回避するため自宅待機することを会社に通知した。
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(ｲ) ２３年８月３１日の契約期間満了をもって、会社は、Ａ1組合員と

の業務委託契約を終了し、契約を更新しなかった。同人の外には、

４名のメッセンジャーが同日付で契約不更新とされた。

これに対し、Ａ1組合員は、２３年９月１日付け通知書により、不

更新に具体的・合理的理由はなく同意しないこと及び職場の混乱を

回避するため自宅待機することを会社に通知した。

(ｳ) Ａ3組合員は、２３年８月１８日付けの、Ａ1組合員は、同月２３

日付けの要求書により、それぞれ会社に対し、不更新の具体的理由

を文書で回答するよう求めた。しかし、これらの要求書に対する会

社からの回答はなく、本件不更新の理由についての会社からの説明

はなかった。

オ ２３年１０月１７日、組合は、①本件不更新及び②同年８月１８日

に開催された団体交渉における会社の対応が不当労働行為に当たると

、 、 （ （ ）して 東京都労委に対し 本件不当労働行為救済申立て ２３年 不

第９８号事件）を行った。

２３年１１月２日、Ａ3組合員及びＡ1組合員は、本件不更新に関し

て東京地裁に地位確認等請求訴訟（東京地裁２３年（ワ）第３５５７

６号）を提起した。東京地裁は、２５年９月２６日、同人らの請求を

棄却する判決をし、東京高裁も、２６年５月２１日、同判決を維持し

た。

６ 会社におけるメッセンジャーを取り巻く状況

（１）メッセンジャー即配便の受注件数の推移

会社におけるメッセンジャー即配便事業は、１８年度までは順調に推

移していたが、１９年度には受注件数が減少に転じ、その後も２０年の

急激な景気悪化の影響を受け、また、ブロードバンド化やスキャナーの
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機能向上により電子デ一タの作成・送信が容易になったことなどから、

書類の配送が中心となるメッセンジャー即配便の受注件数は減少を続け

た。受注件数の推移をみると、１８年度は３９万９７５件、１９年度は

３７万４８５４件、２０年度は２６万８８１２件、２１年度は１９万１

３１８件、２２年度は１６万８５８０件であり、１８年度と２２年度を

。比較すると、半分以下の水準に減少した

（２）メッセンジャー数の推移

会社におけるメッセンジャーは、１８年度は１８６名（末日時点。以

下同じ 、１９年度は１８０名であったが、会社は、メッセンジャー数を）

業務量に見合った水準とする方針をとり、その後、メッセンジャーは、

２０年度は１４０名、２１年度は１０２名、２２年度は８５名と、１８

年度と比較すると半分以下の数となった。

（３）メッセンジャーの契約更新状況

ア 会社では、業務委託契約の期間満了に伴い契約更新の対象としない

メッセンジャーについて、Ｂ2担当部長が、営業所長からの評判、配車

係からの報告及び１年間の稼働に伴うクレームや稼働実績その他を総

合的に検討して対象者をリストアップし、Ｂ1取締役が、事情を一件一

件確認した上で、最終的に決定していた。

会社は、契約更新を予定していないメッセンジャーに対しては、本

件認定試験の案内を行っておらず、契約更新が適当であると考えるメ

ッセンジャーに対してのみ、通例、契約満了日の３０日から１０日前

までをめどに、本件認定試験の案内を行っていた。

イ ２３年６月から同年９月までの間に会社との１年間の業務委託契約

の期間満了を迎えるメッセンジャーは６６名おり、このうち、契約が

、 （ ） 。更新されたメッセンジャーは ４８名 約７２パーセント であった
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上記契約を更新したメッセンジャーの２３年１月から同年６月まで

の６か月間における前々営業日以降の稼働予定の変更件数は、一人当

たり０件から６件の範囲にあり、平均件数は約２.１５件であった。

ウ 会社は、２３年６月から同年９月までの間に契約期間満了を迎える

メッセンジャー６６名のうち、Ａ3組合員及びＡ1組合員を含む１８名

とは契約を更新しなかった。会社が個々のメッセンジャーについて契

約不更新の理由として挙げる事情は、別表２のとおりである。

稼働予定の変更件数多数を理由に契約不更新とされた者は、Ａ3組合

員及びＡ1組合員のほかに４名いた。対象期間とされた２３年１月から

同年６月までの間の稼働予定変更は、Ａ3組合員が２２件、Ａ1組合員

が１３件に対し、上記４名については、それぞれ１６件、１０件、３

４件、３８件であった。なお、上記４名の契約満了時期はいずれもＡ3

組合員及びＡ1組合員の契約満了日以前であった。

７ 防犯監視カメラの設置

（１）会社における防犯監視カメラの設置

２２年１月１３日、会社は、バイク便の営業所である名古屋営業所に

防犯監視カメラを設置して以降、同年２月１５日には飯田橋営業所を含

む４か所の営業所に設置し、同年３月までの間にバイク便の営業所１３

か所及び自転車便の営業所３か所に順次、防犯監視カメラを設置した。

（２）飯田橋営業所の防犯監視カメラ

会社は、飯田橋営業所の防犯監視カメラを出入口を撮影対象範囲とし

出入口用の引戸に向けて設置していた。会社は、２２年２月１５日の設

置当初は営業所中程の自転車ラックに設置していたが、その後営業所奥

、 。に移設し 営業所内をより広範に撮影対象範囲にとらえるようになった

第５ 当委員会の判断
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１ メッセンジャーの労組法上の労働者性について

メッセンジャーが労組法第３条の労働者に当たるか否かについては、会

社は初審において、当初は労働者該当性を否定する旨主張したものの、後

にこれを撤回し、この点は争わない旨述べるに至っているが、本件の争点

１ないし３の不当労働行為の成否を判断する前提となる法律関係に係る事

項であるので、まず、この点について判断する。

（１）労組法上の労働者性の判断枠組み

本件のメッセンジャーは、個人に対する業務委託の契約形式によって

労務を提供する者であるところ（前記第４の２(２) 、これが労組法上の）

労働者に当たるかどうかは、①事業組織への組込み、②契約内容の一方

的・定型的決定、③報酬の労務対価性ないし対価類似性、を中心的な要

素とし、補完的要素として、業務依頼への諾否の自由、時間的・場所的

拘束、専属性等の諸要素をも考慮して判断されるべきものである （中労。

委平成２２年７月７日決定不当労働行為事件命令集１４７集９１２頁参

照）

（２）本件メッセンジャーの労働者性の検討

ア 事業組織への組込み（上記(１)①）

会社の行うメッセンジャー即配便による配送業務を担当しているの

は、専ら会社と契約を締結したメッセンジャーであること（前記第４

の２(１)）からすると、メッセンジャーは、会社の上記業務の遂行に

不可欠の労働力といえる。また、メッセンジャーは、会社の営業所に

所属して配送業務を担当し、営業所長にあらかじめ申告した稼働予定

に従い稼働し、配車係から配送の手配を受け、配送業務終了後は営業

所に運送伝票を提出するなど（同２(３)(４) 、会社の配送業務の営業）

体制の一部をなしている。さらに、メッセンジャーは、業務委託契約
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の締結に当たり、本件認定試験に合格し認定証を保有することが義務

づけられており（同２(２) 、これにより会社は顧客に提供する配送業）

務の水準の維持向上を図っている。また、メッセンジャーは会社が貸

与する会社名の書かれた荷物袋を背負って配送業務に当たるものとさ

れており（同２(５)イ 、メッセンジャーによる配送業務を会社が責任）

を持って行うことを顧客等に顕示しているといえる。これらのことか

らすると、メッセンジャーは、会社の業務の遂行に不可欠な労働力を

恒常的に供給する者として事業組織に組み込まれているといえる。

イ 契約内容の一方的・定型的決定（上記(１)②）

会社とメッセンジャーとの契約は、会社が用意する定型化した同一

内容の契約書に基づき行われており（同２(２) 、契約内容は、会社が）

一方的、定型的に決定しているものといえる。

ウ 報酬の労務対価性（上記(１)③）

会社は、メッセンジャーの報酬について、各メッセンジャーが実施

した配送業務を毎月末日で締め切り、その扱った運賃合計額に一定の

歩合（原則売上高の５４パーセント）を乗じて算出した金額を翌月に

支払っている（同２(５)ア 。そして、その配送業務の一日の流れをみ）

ると、メッセンジャーは、配車係に、稼働に際し、所在場所と稼働で

きる状態になったことをメールで知らせ 待機 引中 届中 終、「 」、「 」、「 」、「

了」の都度メールを送信し、配達終了後は配車係の指示に従いその場

で待機か移動して次の配送手配のメールを待ち、一日の配送業務終了

時は「請負終了」のメールを送信し、翌朝までに営業所に運送伝票等

を提出するというものである（同２(３) 。）

上記のとおり、メッセンジャーは配送業務を遂行するに当たって、

稼働できる状態になってから配送業務終了までの各段階に応じて、会
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社の配車係に詳細な連絡を行い、具体的な指示を受けている。そうす

ると、メッセンジャーの配送業務は会社の詳細な指示の下に定型的に

遂行され、その出来高はほとんど専らそのような定型的労働の量（時

間）に依存するとみることができ、こうして決定された報酬が、一定

の期間に定期的に支払われている。これらからすると、メッセンジャ

ーの報酬は、配送業務の完成に対する報酬とみるのは適切ではなく、

配送業務に係る労務供給に対する対価であるとみるのが相当である。

上記のとおり、本件のメッセンジャーについては、労組法上の労働

者性の中心的判断要素である上記①②③のいずれも充たしている。

エ 時間的・場所的拘束（上記(１)の補完的要素）

さらに、メッセンジャーは、メッセンジャー即配便の営業時間帯の

中で各自の稼働日及び稼働時間帯を前月２０日までに所属する営業所

、 、長に申告し 稼働予定に変更がある場合はその都度営業所長に申請し

稼働日には稼働できる状態になった際、配送の各段階及び終了に際し

会社に連絡するとされていること（同２(３)(４) 、配送業務中は常に）

場所を会社に知らせ、配送の合間はその場若しくは配車係の指示で移

動して待機し、翌朝までに営業所に運送伝票を提出するとされている

こと（同(３)）からすると 一定の時間的・場所的拘束を受けている、

といえる。

（３）結論

以上のように、メッセンジャーは、会社の事業組織に組み込まれてい

ること、契約内容は会社が一方的・定型的に決定していること、報酬は

労務提供に対する対価といえることから労働者性判断の中心的要素を充

、 、 、たしており さらに 一定の時間的・場所的拘束性があるといえること

その他の要素について労働者性を否定すべきものと判断すべき事情もう
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かがわれないことに照らせば、労組法第３条の労働者に当たると認めら

れる。なお、上記(１)の中労委命令は本件メッセンジャーに係るもので

あり、前記第４の３(１)認定のとおり、同命令においてもその労働者性

は肯定され、裁判所においてもその判断は支持されている（東京地裁平

成２４年１１月１５日判決（確定 。））

２ 本件契約解除は不当労働行為に該当するか、不当労働行為に該当すると

した場合、その救済方法は相当か（争点１）及び本件不更新は不当労働行

為に該当するか（争点２）について

当委員会も、本件契約解除は不当労働行為に当たり、本件不更新は不当

労働行為には当たらないと判断する。その理由は、次のとおりである。

なお、本件契約解除に関する組合の再審査申立ての趣旨は、本件におけ

る救済方法について、Ａ2組合員が２２年１１月６日から２３年８月３１日

まで稼働したものとしてこの間に受けるはずであった報酬相当額の支払の

みならず、同年９月１日以降も同人との契約が更新されたものとしての報

酬相当額の支払を命ずるべきであるというものである。そこで、本件契約

解除については、不当労働行為の成否を検討したうえ、これが不当労働行

為に当たる場合、同年９月１日以降もＡ2組合員との契約が更新されたもの

としての報酬相当額の支払を命ずるべきかについて検討する。

（１）本件契約解除及び本件不更新の不利益性

会社は、２２年１１月５日付けで、約８年間にわたりメッセンジャー

として稼働してきた副執行委員長（当時）のＡ2組合員に対し本件契約解

除を行い（前記第４の４(１) 、また、２３年７月、約６年間メッセンジ）

ャーとして稼働してきた執行委員（当時）のＡ3組合員に対し、さらに、

同年８月、約５年間メッセンジャーとして稼働してきた執行委員長のＡ1

組合員に対し、契約を更新しなかった（本件不更新 （同５(１)(３) 。） ）
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これらの本件契約解除及び本件不更新は、いずれも、約５年間から約８

年間にわたりメッセンジャーとして稼働してきた組合員にとって就労の

機会を喪失することとなるものであり、労組法第７条第１号の「不利益

な取扱い」に当たる。

そこで、以下、本件契約解除がＡ2組合員の組合活動等を理由とするも

のであるか否か、及び、本件不更新がＡ3組合員及びＡ1組合員の組合活

動等を理由としてなされたものであると認められるかどうか（不当労働

行為意思）について、本件当時の労使関係や本件契約解除及び本件不更

新の相当性等に照らして検討する。

（２）本件当時の労使関係

本件契約解除時点での労使関係の状況をみると、２２年８月３日に会

社が提起した、Ｃ1前委員長の営業所長解任等に関する行政訴訟（前記第

４の３(１)）及びＣ2組合員らの運送請負契約解除の問題等に関して同年

３月１５日に組合が東京都労委に申し立てた救済申立て（同３(２)）な

ど、会社と組合の間には複数の事件が係争中であり、会社と組合の労使

関係はメッセンジャーの契約解除や労働条件等をめぐって対立状況にあ

ったとみることができる。そして、その後若干の時間が経過したとはい

え、２３年７月及び８月の本件不更新時においてもこれらの事件は係属

中であり、会社と組合の労使関係における対立状況は基本的に継続して

いたとみることができる。

（３）本件契約解除の相当性

ア 会社は、メッセンジャー即配便の受注件数が激減する中、非協力的

な姿勢が見られる者や稼働が少ない者などを対象に本件契約解除を行

ったもので、Ａ2組合員についての具体的な解約理由は、稼働数が著し

（ ）。く少ないこと及び非協力的姿勢である旨主張する 前記第３の２(１)
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イ メッセンジャー即配便の受注件数とメッセンジャー数の推移をみる

と、その受注件数は、１８年度の３９万９７５件と比較すると２２年

度は１６万８５８０件に減少しており、会社はメッセンジャー数を業

務量に見合った水準とする方針をとり、その数は１８年度の１８６名

から２２年度は８５名となったこと（前記第４の６(１)(２)）が認め

られ、本件契約解除当時（２２年１１月 、メッセンジャー数は１８年）

度の半分以下に減少している状況であった。

ウ そこで、会社の上記アの主張の当否について検討する。

（ｱ）本件契約解除前の２２年６月から同年９月におけるＡ2組合員の平

均報酬月額は、同期間中のメッセンジャー全体の平均報酬月額の約

６２パーセントであり（同４(２)ア 、同人の稼働数は全体の平均を）

下回っていたものと推認される。

しかしながら、①会社が本件契約解除を通告した２２年１０月前

後の時期に稼働数が少ないことを理由として契約解除されたメッセ

ンジャーはおらず（同４(４) 、同月２５日に行われた本件契約解除）

に関する団体交渉において、Ｂ3本部長は 「稼働数に関しては、何、

人いてもそこの所は、請負代金支払っている部分なので、多い少な

いに関しては、正直、会社には関係ないんですけれども」と述べて

いること（同４(３)ウ）が認められる。これらからすると、同月当

時、会社がメッセンジャーの契約を継続するためにその稼働数を重

視していたことをうかがわせる事情は存しない。

また、②Ａ2組合員の稼働数を考慮するとしても、Ｂ1取締役は、

２２年８月から同年１０月までの間に大きな受注減少が判明したと

いうことではない旨を述べており（初審②５６頁 、同年８月に契約）

が締結されたばかりの同人に対し、そのわずか２か月後に契約を解
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除するほどの顕著な稼働数の減少があったとも認められない。さら

に、③同取締役は、Ａ2組合員について「接遇に関して、お客様から

クレームを受けるとか、そういったことはなかった」と述べている

（同５６頁 。そうすると、メッセンジャー即配便業務に関し、契約）

締結後本件契約解除までの間に、契約解除を余儀なくさせるような

事情が生じたなどの事実も認められない。

以上からすると、Ａ2組合員の稼働数の少ないことを契約期間中に

もかかわらず契約を解除する相当な理由と認めることはできない。

（ｲ）また、会社は、Ａ2組合員の「非協力的姿勢」に関し、同人は配車

業務中の配車係に電話を架け、配車の順番に関する苦情を述べるこ

とが頻繁にあり、配車係は理由のないクレームへの対応を余儀なく

され、配車業務が停滞した旨主張する（前記第３の２(１) 。）

確かに、Ａ2組合員は、営業時間中に配車係に手配の順番などにつ

いて質問や確認の電話をしたことがあり、２２年３月から５月頃、

営業所長から営業時間中に配車係にあまり電話をしないほうがいい

と言われたこと（前記第４の４(２)イ）が認められる。

しかしながら、Ａ2組合員の配車係への電話の頻度や、それにより

会社の業務に具体的にどの程度の支障が生じたかは明らかでない。

また、組合は、２２年２月２５日の団体交渉において、メッセンジ

ャーと会社との意見交換の場として配車ミーティングの機会を設け

るよう要望したが、会社はそれはできない旨述べている（同３(２)

ウ 。そうすると、会社とメッセンジャーの意見交換の場は特段設け）

られていない状況において、Ａ2組合員が手配の順番などについて営

業時間中に直接配車係に質問や確認の電話をしたとしても、やむを

得ない部分もあるといえる。そうした電話での会話の中に配車業務
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に関する意見にわたる内容が含まれていたとしても、それが会社の

主張するように「理由のないクレーム」という評価を受けるべきも

のであったと認めるに足りる証拠はない。

加えて、２２年９月頃、Ａ2組合員は、知人の仕事の手伝いのため

同月の稼働を減らすことを相談したものの、営業所長に繁忙期だか

ら減らすことはやめてほしいと言われ、手伝いを延期していること

（同４(２)ア）も併せ考えると、会社の主張するＡ2組合員の「非協

力的姿勢」が契約期間中にもかかわらず契約を解除する理由として

相当であるとみることはできず、会社の主張は採用できない。

エ さらに、本件契約解除は、次のとおり、会社における他の契約解除

の事例と比較して均衡を欠いているというべきである。

会社は、２２年２月から２３年１月の間に、メール送信懈怠、稼働

予定の不遵守及び非協力的姿勢を理由として１名、稼働予定の不遵守

を理由として１名、事故多発及び稼働数が少ないことを理由として１

名、メール送信懈怠を理由として１名との運送請負契約を、また、悪

質走行の繰返しを理由として１名、顧客からのクレームにつき改善す

る姿勢を示さないことを理由として１名のメッセンジャーに対し業務

委託契約をそれぞれ解除したことが認められる（同４(４) 。）

しかしながら、上記の事例をみると、メール送信懈怠や稼働予定の

、 、 、 、不遵守は 配送業務に大きな支障を来すものであり また 事故多発

悪質走行の繰返し及び顧客のクレームにつき改善しない姿勢は、対外

的に非常に問題となるものである。これらはメッセンジャー即配便業

務の円滑な遂行を困難にし、直ちに対応すべきものといえる。これに

対し、本件契約解除の理由とされる稼働数が少ないことは対外的に問

題となるものでもないし、直ちに業務の遂行に支障を来すものともい
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えず、また、営業時間中の配車係への電話を、契約解除を相当とする

に足りる「非協力的姿勢」と評価することができないことは上記ウの

とおりである。それにもかかわらず、Ａ2組合員は業務委託契約締結の

わずか２か月後に「非協力的姿勢」及び「稼働数が少ないこと」を理

由に一方的に契約を解除されたもので、本件契約解除の理由とされる

事由は、いずれも上記の事例と比較すると明らかに不合理で均衡を欠

き、不自然であるといわざるを得ない。

オ 以上に照らすと、本件契約解除について会社が主張する理由は、い

ずれも相当とはいえない。

（４）本件不更新の相当性

ア 会社は、Ａ3組合員及びＡ1組合員は、直前の稼働予定変更が多く、

また繁忙日の変更件数も多かったことから、契約を更新しないことと

した旨主張する（前記第３の２(２) 。）

イ そこで会社の上記主張の当否について検討する。

（ｱ）Ａ3組合員及びＡ1組合員の稼働予定変更の状況についてみると、

Ａ3組合員は２２年８月から２３年７月までの契約期間中に４１件、

そのうち稼働予定日の前々営業日以降に３１件、繁忙日には１５件

の変更を行い、Ａ1組合員は２２年９月から２３年８月までの契約期

間中に３２件、そのうち前々営業日以降に２３件、繁忙日には１１

件の変更を行ったことが認められる（前記第４の５(２) 。）

稼働予定の変更に関する会社の取扱いをみると、会社は、メッセ

ンジャーからの稼働予定の変更申請があれば受け付けており、申請

を拒否することはない（同２(４) 。また、Ａ3組合員及びＡ1組合員）

は、会社から直接あるいは営業所長を通じて稼働予定の変更が多い

ことについて特段の注意等を受けたことはなかった（同５(２)ウ 。）
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しかしながら、会社は、稼働直前の変更の場合、新たな配送員の

確保が難しくなることから、メッセンジャーに対し、早めに申請す

ることや繁忙日にはできるだけ稼働することにつき協力を要請して

おり（同２(４)イ 、２３年６月から９月までの間に契約が更新され）

たメッセンジャー４８名の同年１月から６月までの間の前々営業日

以降の稼働予定変更件数は、最多でも６件であり、平均件数は約２.

１５件であった（同６(３) 。）

これに対し、Ａ3組合員とＡ1組合員の上記半年間における前々営

業日以降の変更件数はそれぞれ１８件、７件である（それ以外も含

めた同期間の変更件数はそれぞれ２２件、１３件 （同５(２) 。こ） ）

れらは他のメッセンジャーの変更件数に比較しても多いといわざる

を得ない。

（ｲ）そして、上記(３)イのとおり、メッセンジャー即配便の受注件数

の減少に伴い、２２年度のメッセンジャー数は１８年度の半分以下

、 、 、に減少したことを併せ考えると このような状況において 会社が

契約の更新に当たり、直前及び繁忙日の稼働予定変更が多いことを

理由に不更新としたことには相当性があるといえる。

（ｳ）さらに、本件不更新は、会社における他の不更新の事例と比較し

ても、とくに均衡を欠いているとはいえない。

すなわち、２３年６月から９月にかけて契約期間満了を迎えたメ

ッセンジャー６６名のうち契約が更新された者は４８名で、Ａ3組合

。 、員及びＡ1組合員を含む１８名は更新されなかったものである また

Ａ3組合員及びＡ1組合員の契約満了日以前に、稼働予定の変更件数

多数を理由に契約不更新とされた者が４名いる（同６(３) 。）

ウ なお、組合は、Ａ3組合員及びＡ1組合員は契約更新を前提として契
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約を締結し、本件認定試験を受けることにより更新されると認識して

いたが、会社は理由なく本件認定試験を受けさせなかった旨主張する

（前記第３の１(３)ア 。）

会社は、業務委託契約の期間満了に伴い契約を更新することが適当

と考える者にのみ、契約満了日の３０日から１０日前をめどに本件認

定試験の案内を行っている（前記第４の６(３)ア）ところ、Ａ3組合員

及びＡ1組合員の次回契約のための本件認定試験の時期である２３年７

月から８月上旬には、上記イのとおり、既にＡ3組合員の前々営業日以

降の稼働予定変更件数は１８件、Ａ1組合員は７件と、更新されたメッ

センジャーの件数を上回っていたことからすると、会社が、同人らに

本件認定試験を案内しなかったことが殊更不自然とはいえない。した

がって、組合の上記主張は採用できない。

エ 上記イの事情からすると、Ａ3組合員及びＡ1組合員については、客

観的にみて契約不更新となってもやむを得ない理由が存在したといわ

ざるを得ず、両組合員が、営業所長や業務課に次回契約のための本件

、認定試験の日程について何度も問い合わせをしていたにもかかわらず

事前に不更新とする理由を説明することなく更新しない旨通知し、団

体交渉においても不更新の理由を全く説明しないという会社の対応 同（

５(３)）は、誠実さに欠ける面があったことは否めないものの、会社

が主張する本件不更新の理由には相当性があるといえる。

（５）本件契約解除及び本件不更新とＡ2組合員らの組合活動等との関連性

ア 組合は、本件契約解除及び本件不更新は、副執行委員長であるＡ2組

合員、組合幹部であるＡ3組合員及びＡ1組合員を職場から排除するた

めのものである旨主張する（前記第３の１(２)(３) 。）

イ そこでまず、本件契約解除当時のＡ2組合員の組合活動についてみる



- 42 -

と、同人は、２１年１０月から副執行委員長の地位にあり、労働委員

会及び行政訴訟の期日や団体交渉に出席していたこと（前記第４の４

(１)ウ）が認められる｡

２２年２月２５日の団体交渉において、Ａ2組合員は、人員削減・経

、 、費削減に関し 個々の解約理由や契約規定上の取扱いについて質問し

会社の解約者の人選基準がよくわからず今後不安である旨述べ、人員

削減の一方で会社がメッセンジャーを採用したり防犯監視カメラの設

置に費用を投じることに疑問を呈し、さらには団体交渉や労使協議の

ような場を開いてもらえるか問うなど（同３(２)ウ 、本件契約解除前）

において、組合の役員の中で団体交渉においても中心的な役割を担っ

ていた。また、Ａ2組合員は、配車係にメッセンジャーに対する手配の

順番などについて質問や確認の電話をしているが（同４(２)イ 、この）

ことは、組合がメッセンジャーへの仕事の手配の仕方に関する意見交

換の場を設けるよう要望していること（同３(２)ウ）からみても、組

合役員として、メッセンジャーの労働条件について会社に改善を求め

る行動の一環であったとみることができる。

これに対し、Ｂ1取締役は、上記団体交渉において 「組合費出して、

るって話のなかで （中略）そのお金が適正に運用されていないで無く、

なっちゃった云々なんて話を聞くとですね、果たして何なのかなって

思う 「組合費ね組合の委員長やなんかが月何百万使っちゃったり、」、

そんな話を聞いていたりするとね、結局綺麗事言ってお金集めてなん

か結局最初労働組合の先頭に立っていた人は結局集まったお金でぬる

ま湯につかっちゃって （同３(２)ウ）などと労働組合活動を揶揄ない」

し批判する発言をしている。

また、Ａ2組合員が配車係に電話をしたことに対する、Ｂ1取締役の
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「配車に電話してきて、その半分言いがかりじゃないかって文句言わ

れる方が数名いらっしゃる」との発言（同３(２)ウ）は、Ａ2組合員の

組合役員としての活動を非難するものである。

これらに加えて、上記(２)のとおり、本件契約解除の時点で、会社

と組合の間では救済申立てや行政訴訟等複数の事件が係争中であった

ことも併せ考えると、会社は、組合と対立状況にあったところ、Ａ2組

合員が組合役員として活発に組合活動を行うことを嫌悪していたと認

めるのが相当である。

ウ 次に、本件不更新当時のＡ3組合員及びＡ1組合員の組合活動につい

てみると、Ａ1組合員は２１年１月から副執行委員長、同年１０月から

執行委員長の地位に、Ａ3組合員は同年１０月から執行委員の地位にあ

り 労働委員会及び行政訴訟の期日や団体交渉に出席していたこと 同、 （

５(１) 、上記(２)のとおり、会社と組合の間は複数の事件がなお係争）

中であったことは認められる。

しかしながら、上記のとおりＡ2組合員が団体交渉において活発に発

言するなどして中心的な役割を果たすなど活発な組合活動を行ってい

たことが認められるのに対し、Ａ3組合員及びＡ1組合員については、

本件不更新前に、団体交渉や労働委員会等への出席以上に組合役員と

して活発な組合活動を行っていたとの事実は認められず、会社が同人

。 、らの組合活動を嫌悪していたことを示す事実も認められない 他方で

Ａ2組合員については同時期に契約を解除された者はいなかったのに対

し、Ａ3組合員の場合は同日付けで契約不更新とされた者が他に２名、

Ａ1組合員の場合は同日付けで契約不更新とされた者が他４名存在する

ことが認められるのであって、Ａ3組合員及びＡ1組合員の組合活動と

本件不更新との関連性は明らかであるとはいえない。
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（６）不当労働行為の成否

上記(３)ないし(５)判断のとおり、本件契約解除につき会社が主張す

る理由はいずれも相当とはいえないこと、会社は、本件契約解除当時、

Ａ2組合員の活発な組合活動等を嫌悪していたと認められることから、本

件契約解除は、Ａ2組合員が組合員であるが故をもって、または、組合の

正当な行為の故をもってなされた不利益取扱いであると認められる。さ

らに、本件契約解除は、Ａ2組合員を会社から排除することによって、組

合の弱体化を企図したものと認められることから、組合の組織・運営に

対する支配介入にも該当する。

他方、本件不更新については、客観的にみて契約不更新となってもや

むを得ない理由が存在し、不更新の理由に相当性があること、会社がＡ3

組合員及びＡ1組合員の組合活動等を嫌悪していたことを示す事実は認め

られないこと、同人ら以外にも同時期に契約不更新とされた者が存在す

ること、客観的には契約不更新が相当といえるにもかかわらず、会社が

同人らの組合活動等を理由に、稼働予定の変更が多いことに藉口して、

あえて本件不更新という措置を取ったと認めるに足りる証拠もないこと

からすると、同人らが組合員であるが故をもって、または、組合の正当

な行為の故をもってなされた不利益取扱いに該当するとはいえない。

よって、本件契約解除は労組法第７条第１号及び第３号の不当労働行

為に該当し、本件不更新は労組法第７条第１号の不当労働行為に該当し

ないとした初審命令は相当である。

（７）本件契約解除に関する救済方法の相当性

ア 上記(６)判断のとおり、本件契約解除は労組法第７条第１号及び第

３号の不当労働行為に当たる。

イ 本件の救済方法について、組合は、Ａ2組合員の解約理由は具体的合
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理的な解約事由に当たらず解約は無効であるから、契約が更新された

ものとして今日に至るまでの報酬相当額を支払わなければならない旨

主張する（前記第３の１(２) 。他方、会社は、Ａ2組合員の業務委託）

契約は期間を１年間と定めた有期契約で、期間満了時に契約が更新さ

れることは約束されていない旨主張する（同２(１) 。）

ウ そこで、Ａ2組合員の契約は２３年９月１日以降も更新されるべきも

のであったといえるか否かについて検討する。

Ａ2組合員は、２２年の本件認定試験に合格し、同年９月１日から２

３年８月３１日までを契約期間とする業務委託契約を締結したもので

あるが（第４の４(１) 、会社におけるメッセンジャーの契約更新状況）

をみると、２３年６月から９月に契約期間満了を迎えたメッセンジャ

ー６６名のうち、契約が更新された者は４８名であったこと（同６

(３)）からすると、Ａ2組合員の契約期間満了時（２３年８月）を含む

時期に契約が更新された者は約７割にとどまっている。また、前記第

４の６(１)認定のとおり、会社のメッセンジャー即配便の受注件数は

１９年度以降減少の一途をたどっており、２１年度から２２年度にか

けても減少がみられるのであるから、２３年８月にＡ2組合員の契約が

当然に更新されたであろうとは必ずしもいえない。その他、同組合員

の契約が当然に更新されたであろうと認めるに足りる証拠はない。

以上からすると、Ａ2組合員の契約が２３年９月以降も更新されるこ

とを前提として救済方法を定めるべきであるとの組合の主張は採用で

きない。

エ したがって、本件の救済方法として、契約期間満了日である２３年

８月３１日までの報酬相当額の支払を命じた初審命令主文第２項及び

これに関する文書掲示を命じた第３項は相当である。
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３ 防犯監視カメラの設置は不当労働行為に該当するかについて（争点３）

当委員会も、防犯監視カメラの設置は不当労働行為に当たらないと判断

する。その理由は、次のとおりである。

（１）組合は、組合活動の拠点とする営業所に会社が防犯監視カメラを設置

したことは組合活動の監視目的であり支配介入に当たると主張し、その

根拠として、設置時期はＣ1前委員長の訴訟の判決前かつ中労委の調査開

始時期に合致する旨、また、会社は組合から組合活動を監視していると

指摘された故にカメラの位置を意図的に変更した旨を主張する（前記第

３の１(４) 。）

（２）そこで、会社が防犯監視カメラを営業所に設置したことは、組合活動

の監視目的であり支配介入に当たるか否か検討する。

２２年２月１５日、会社は、飯田橋営業所に防犯監視カメラを設置し

た（前記第４の７(１) 。同営業所は、Ａ2組合員が所属し、Ｃ1前委員長）

が営業所長を務めていた営業所でもある（同３(１)、４(１) 。そして、）

その設置時期は、Ｃ1前委員長の処遇等に係る救済申立事件が係属中であ

ったこと（同３(１ ）からすると、組合が、防犯監視カメラの設置は組）

合活動の監視目的ではないかとの不信感を抱いたとしても無理からぬ面

があったといえなくもない。

しかしながら、①会社は、２２年１月１３日、名古屋営業所に防犯監

視カメラを設置して以降、同年２月１５日には飯田橋営業所を含む４か

所の営業所に設置し、同年３月までの間にバイク便の営業所１３か所及

び自転車便の営業所３か所に順次、防犯監視カメラを設置したこと（同

７(１) 、②飯田橋営業所の防犯監視カメラは、出入口用の引戸に向けて）

設置されていたこと（同７(２)）からすると、防犯目的で同カメラを設

置したとの会社の主張（前記第３の２(３)）が不自然であるとまではい
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えない。また、他に、会社が防犯監視カメラにより組合の組合活動を監

視するような運用をしていたことを認めるに足りる証拠はない。したが

って、会社が組合を監視することを目的として防犯監視カメラを設置し

たとまでは認められない。

なお、組合は、会社が防犯監視カメラの位置を変更したことを問題と

する（上記(１) 。会社が、防犯監視カメラを営業所の中程から営業所奥）

に移設したことにより営業所内をより広範に撮影対象範囲にとらえるよ

うになったこと（前記第４の７(２)）はうかがわれるが、同カメラの設

置が組合活動の監視を目的としていると指摘されたがゆえに位置を変更

したとまでは認められず、位置の変更という事実から直ちに支配介入の

。 、 。事実を根拠づけることはできない よって 組合の主張は採用できない

（３）不当労働行為の成否

したがって、防犯監視カメラの設置は、組合の組織・運営に対する支

配介入に該当するとはいえない。

よって、防犯監視カメラの設置は労組法第７条第３号の不当労働行為

に該当しないとした初審命令は相当である。

以上のとおりであるので、本件再審査申立てには理由がない。

よって、労働組合法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労

働委員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２７年１１月１８日

中央労働委員会

,第二部会長 山 川 隆 一


